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事後評価シート

【評価年月】 平成１５年４月

【主管課・室】 総合環境政策局環境研究技術室

地球環境局研究調査室

【評価責任者】 環境研究技術室長 徳田博保

研究調査室長 高橋康夫

施策名、施策の概要及び予算額

Ⅱ－７ 試験研究、監視・観測等の充実、適正な技術の振興等施 策 名

環境問題を解決し、持続可能な社会を構築するための基礎となる環境分野
施策の概要

の研究・技術開発を推進するため、環境の状況の把握・問題の発見、環境負

荷の把握・予測、環境変化の機構の解明・予測、環境影響の解明・予測、対

策技術の開発など各種の研究開発を実施するとともに、研究開発のための基

盤の整備、成果の普及を行う。

１５，４５６百万円（１４年度予算）予 算 額

目標・指標、及び目標の達成状況

目 標 環境研究及び環境技術開発を促進するための基盤整備を行うとともに、そ

の振興を図る。

環境行政の重要課題に沿った調査研究・技術開発が効率的・効果的に推進達成状況

されており、その成果は、環境行政の重要課題の促進、民間等における環境

保全活動などに活用されている。

。下位目標１ 環境分野における競争的資金を拡充する

Ｈ１２年度 H１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１７年度末指 標 目標値

競争的資金

2,850 4,053 4,710 5,700の予算額

(百万円)

目標年度である平成１７年度に５，７００百万円とする目標値に対し、１達成状況

４年度は、４，７１０百万円であった。
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。下位目標２ 独立行政法人国立環境研究所における中期目標を達成する

Ｈ１２年度 H１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１７年度末指 標 目標値

独立行政法

－ Ａ Ｂ以上人評価委員

会の業務実

績の評価

平成１７年度を目標年度とする中期目標に係る業務の実績評価において、達成状況

Ｂ評価以上とする目標値に対し、平成１３年度は、総合評価でＡ評価とされ

た。

ナノテクノロジーを活用した環境技術を開発する下位目標３

（１５年度からの実施で１４年度の実績なし）達成状況

環境技術の環境保全効果等を第三者が客観的に実証する手法・体制の確立を下位目標４

図る。

（１５年度からの実施で１４年度の実績なし）達成状況

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第４次評価報告書における我が国

の研究者による研究成果の引用貢献度を、同第３次評価報告書に比べ大幅に下位目標５

増加させる。

Ｈ○年度 H13年度 Ｈ○年度 Ｈ19年度指 標 目標値

１倍 1.5倍引用貢献度

地球環境研究総合推進費等を活用し、政策的な観点を重視しつつ、様々な

分野の地球環境保全のための調査研究を、産学官の研究者の総力を結集して

総合的に実施した。特に、地球温暖化に関しては、平成14年度からトップダ達成状況

ウン型のファンディングシステム（行政ニーズに対応した戦略的研究開発領

域）を創設するとともに、我が国への影響と適応戦略に関する統合調査を開

始し、行政的視点から戦略的に先導して重点的に推進を図るべき研究を実施

した。

衛星により、オゾン層及びオゾン層破壊物質、全球の温室効果ガスの監視下位目標６

・観測を実施する。

平成14年12月14日に、オゾン層観測センサILAS-Ⅱが地球観測衛星ADEOS-達成状況

Ⅱに搭載され、成功裏に打ち上げられた。また、文部科学省・宇宙開発事業

団と共同開発を行う温室効果ガス・オゾン観測センサについては、効果的な

測定のためのセンサ仕様の再検討を実施した。
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地球温暖化対策の基礎となる監視・観測の充実を図るため、航空機・船舶下位目標７

によるモニタリングシステムの構築を目指す。

小型航空機による温室効果ガスの分布観測を行うための観測システムの開達成状況

発を実施した。また、温室効果ガス観測データの相互利用を推進するため、

データの統一等について検討を行うと共に、データ解析手法を含めた相互利

、 。用・提供ネットワークの構築に向けた データベースの基本設計を検討した

評価、及び今後の課題

【必要性 （公益性、官民の役割分担等）評 価 】

○多様化・複雑化する環境問題に対応する研究、技術開発は、市場メカニズ

ムに任せていては十分進まないことから、産学官の英知を活用するなど優れ

た研究計画を公募し、評価の高いものについて助成する必要がある。

○新たな環境政策への対応や条約を始めとする国際的な要請、地域の発想に

根ざした取組への対応等行政ニーズの高い試験研究については、国の試験研

究機関等が実施する必要がある。

○地球環境保全のための政策の推進には、科学的側面からの支援が不可欠で

あり、複雑で規模の大きい地球環境問題に関する将来予測、影響解明、対策

技術開発等は、社会・行政ニーズに即して、政府一体となった総合的な研究

推進が必要である。また、地球温暖化問題への対策として、精度の高い科学

的データに基づいた有効な政策決定を行えるよう温室効果ガスの監視・観測

等を推進していく必要がある。

【効率性 （効果とコストとの関係に関する分析等）】

○環境技術開発等推進費では、競争的資金を活用して効果的に研究、技術開

発を実施することにより環境技術の開発、普及の促進を図るとともに、環境

技術開発等推進費及び公害防止等試験研究費とも研究計画が適切なものとな

るよう事前評価、中間評価及び事業評価を実施している。

○地球環境研究総合推進費等の研究資金については、国内の様々な研究者か

ら公募により提案を募り、その中から科学的なレベルの高さと社会・経済的

な波及の大きさを併せ持つ研究テーマを、コストも勘案しつつ競争的に選定

する仕組みとなっており、効率性は非常に高い。また、温室効果ガス等の監

、 （ ）視・観測等に係る事業においては 文部科学省・宇宙開発事業団 NASDA

と連携して衛星センサ開発を行うこと、総合科学技術会議の温暖化研究イニ

シャティブに基づき各府省連携で行うことから、コストに対する高い効果が

得られる。
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【有効性 （達成された効果等）】

、 、○課題の採択に当たっては 総合研究開発推進会議において研究の実施体制

目標の達成可能性、実用的意義等を評価することとしており、本施策の目的

の達成が期待できる課題を採択している。

〈目標に対する総合的な評価〉

○環境省の科学技術関係経費は平成９年度～14年度の６年間で約70％伸びた

が、平成14年度の予算額は306億円であり､同年度の政府全体の科学技術関係

経費の0.9％にとどまっている。環境分野の重要性を鑑みると、一層の増額

を図り環境分野における科学技術の推進を行う必要がある。

○研究開発の評価については、平成10年に研究評価基本指針を定めて環境省

が行う研究開発の評価を実施し、調査研究・技術開発の成果の質の向上を図

ってきたところであるが 「国の研究開発評価に関する大綱的指針 （平成1、 」

3年11月28日内閣総理大臣決定）の策定を踏まえ、平成14年４月１日に「環

境省研究開発評価指針」を策定した。

○研究開発の評価については、評価者の増員、メールレビューの導入など評

価の充実を図った。

○「公害防止等試験研究費」においては、研究課題の採択に当たって、事前

に採択方針を提示し、環境行政に資する効果的な研究の促進を図ることとし

ている。また、中間評価等を行うことにより効果的な研究管理の促進と環境

政策との適合性の確認を行っている。この結果、環境行政の重要課題に沿っ

た調査研究・技術開発が効率的・効果的に推進されており、その成果は、環

境行政の重要課題の促進、民間等における環境保全活動などに活用されてい

る。

今後とも引き続き同様の取組を進めていく必要がある。

〈下位目標毎の評価〉

（下位目標１）

「環境技術開発等推進費」における基礎研究開発課題及び実用化研究開発

課題の１３課題が平成１４年度において当初の研究期間が終了した。今後は

これらの研究成果が知的基盤や研究開発のインセンティブとして活用される

ことが期待される。

（下位目標２）

独立行政法人国立環境研究所においては、調査研究を含めて、各事業年度

における業務の実績について、環境省独立行政法人評価委員会の評価を受け

ることとなっており 平成１３年度の業務実績の評価は総合評価でＡ評価 ５、 （

段階評価の上から２番目）とされた。

（下位目標３）１５年度からの実施で１４年度の実績なし

（下位目表４）１５年度からの実施で１４年度の実績なし
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（下位目標５）

地球環境研究総合推進費等の研究成果は、例えば温暖化の分野では、既に

第３次評価報告書の作成に大きく貢献しており、 第４次評価報告IPCC IPCC

、 、書の作成に対しても 我が国としての重要な知的貢献が期待されるとともに

国内政策の立案・実施や、京都議定書、砂漠化対処条約、生物多様性条約等

の様々な国際的な取組に対しても、科学的な側面からの貢献が期待できる。

（下位目標 ６）

平成14年12月14日に、オゾン層観測センサ Ⅱが搭載された地球観測ILAS-

衛星 Ⅱが打ち上げられ、高い精度で極域のオゾン層の常時監視が期ADEOS-

待される。今後は、温室効果ガス・オゾン観測センサの開発及び高精度の全

球観測が必要である。

（下位目標 ７）

温室効果ガスの観測体制の強化として、小型航空機による温室効果ガスの

分布観測を行うための観測システムの開発を実施した。今後も引き続き、航

空機及び船舶等による観測システムを開発するとともに、温室効果ガス観測

データの相互利用・提供ネットワークの構築を図り、これらの効果的な運用

が期待される。

○「環境技術開発等推進費」については、総合科学技術会議の「平成１６年今後の課題

度の科学技術分野の重点事項について （平成15年３月）において、技術革」

新につながる基礎研究等への取組の強化、優秀な若手研究者・技術者の支援

が重要であると指摘されており、これらの課題に対応するプログラムを創設

する必要がある。

○地域の実情に応じた循環型社会の形成及び温暖化対策などに係る環境研究

・技術開発を充実させるため、地方環境研究所を核とした大学及び企業等に

よる産学官連携、並びに同様の研究ニーズを持っている地域間の連携を円滑

に進めることができるシステムを構築していくことが必要である。

○「環境省研究開発評価指針」に沿ってより一層適切かつ効率的な研究開発

評価が行われるよう、評価実施体制の充実を図ることが必要である。

○中央環境審議会による 環境研究・環境技術開発の推進方策について 第「 」（

一次答申）において、環境技術の開発・普及に向け、環境技術の環境保全効

果等について客観的な評価・検証の実施の必要性が指摘されており、平成１

５年度より「環境技術実証モデル事業」を実施することとしたが、運営を成

功に導き、適正な技術の振興につなげることが必要である。

○独立行政法人国立環境研究所の業務実績に関して高い評価が得られるよ

う、財政面を含めた支援の充実を図る必要がある。

○地球環境政策を、科学的側面から、より直接的・効果的に支援する方策と

して、我が国の人文・社会科学的研究資源を結集した研究を開始することに
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より、地球環境保全のための政策研究を強化する必要がある。また、温暖化

に関する我が国の研究成果を の第４次評価報告書に反映させるため、IPCC

研究者の支援体制を充実させる必要がある。

○適切な温暖化対策を推進するための科学的な基礎データを提供するため、

亜大陸規模で温室効果ガスの吸収・排出量を推定可能とすることを目的と

し、温室効果ガス・オゾン観測センサの開発を行う。そのためには、技術的

に観測困難な を高い精度で観測することが必要不可欠であり、そのセCO2

ンサの仕様を引き続き検討する必要がある。

政策への反映の方向性

理由の説明（新規、拡充、縮小、廃止等）■ 事業の改善・見直し

○「環境技術開発等推進費」については、総合科学技術会議

の「平成１６年度の科学技術分野の重点事項について （平」

成15年3月）において、技術革新につながる基礎研究等への取

組の強化、優秀な若手研究者・技術者の支援が重要であると

指摘されており、これらの課題に対応するプログラムを創設

する必要がある。

○地域の実情に応じた循環型社会の形成及び温暖化対策など

に係る環境研究・技術開発を充実させるためには、地域の環

境問題について的確に把握している地方環境研究所を核とし

た大学及び企業等による産学官連携、並びに同様の研究ニー

ズを持っている地域間の連携を図ることが効果的かつ効率的

であると考えられる。しかしながら、産学官連携による環境

研究、技術開発の経験を有する地方環境研究所は少なく、ま

た、他地域の地方環境研究所との交流も少ないことから、こ

れらの連携を円滑に進めることができるシステムを構築して

いくことが必要である。

○地球環境政策の推進を、自然科学的な側面のみならず、経

済学・政治学を含めた人文・社会科学的な側面から強力に支

援するため、競争的研究資金である地球環境研究総合推進費

を活用して、我が国の人文・社会科学的研究資源を結集した

「地球環境政策研究」を新たに展開するために、本経費の拡

充が必要である。また、温暖化に関する我が国の研究成果を

の第４次評価報告書に最大限反映せさるため、研究者支IPCC

援体制の強化が必要である。

、○亜大陸規模で温室効果ガスの吸収・排出量を推定可能とし

気候変化予測の高精度化及び温室効果ガスの分布の把握を実
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施するため、文部科学省・宇宙開発事業団との共同開発であ

る 衛星搭載用の温室効果ガス・オゾン観測センサをGOSAT

製作するため、本経費の拡充が必要である。

理由の説明□ 現行のまま継続
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【別紙】

事務事業シート

施 策 名 Ⅱ－７ 試験研究、監視・観測等の充実、適正な技術の振興等

事務事業名 事業の概要 主な関連予算事項等

関連下位目標番号 （１４年度予算）（ ）

地球環境研究総合推進費試験研究、監視・観 社会的要請や総合科学技術会

測の充実及び適正な 議における環境分野の検討等を （２，８９５百万円）

環境技術開発等推進費技術の振興等 踏まえ、緊急に開発すべき環境

（下位目標１） 技術分野を特定し、国立試験研 （７６５百万円）

廃棄物処理等科学研究費補助金究機関、独立行政法人、民間企

業等から当該分野に係る研究・ （１，０５０百万円）

開発・実証課題を公募し、研究

等に要する費用を助成すること

により、環境技術の開発・普及

の推進を図る。

（下位目標２） 環境省独立行政法人評価委員 国立環境研究所運営費

会が、国立環境研究所の行う業 （９，５１５百万円）

務について、各事業年度におけ 国立環境研究所施設整備費

る業務の実績の評価を行うとと （２４０百万円）

もに、中期目標期間満了時にお

いて、中期目標の達成状況を調

査・分析し、目標期間における

業務実績の全体について総合的

評価を行う。

（下位目標３） 近年、急速に発展しているナ （ナノテクノロジーを活用した

ノテクノロジーと環境研究のノ 環境技術開発推進事業：

ウハウを結合して、高機能で効 １５年度新規）

果的な環境技術・システムの開

発を推進する。

（下位目標４） 先進的な環境技術の実証試験 （環境技術実証モデル事業：

を第三者機関 地方公共団体等 １５年度新規）（ ）

が行い、実証結果についてのレ

ポートの作成・公表を行うとい

う一連のプロセスからなる技術

実証を環境省、地方公共団体等

の連携によりモデル的に実施
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し、環境技術実証の手法・

体制の確立を図る。

（下位目標５） 競争的研究資金である地球環 地球環境研究総合推進費

境研究総合推進費により、産学 （再掲）

官の第一線の研究者の総力を結 地球環境保全試験研究費

（ ）集して、学際的、省際的、国際 ４００百万円

的な視点から、地球環境保全の 地球温暖化の影響と適応戦略に

ための総合的な研究を、政策的 関する統合調査費

（ ）な観点を重視した上で実施す １８３百万円

る。また、地球環境保全試験研 第４次評価報告書作成支援IPCC

究費を活用し、地球温暖化問題 調査費

（ ）の解決に関して、中長期的な視 ８百万円

点から関係行政機関が主導的か

つ着実に推進すべき研究を実施

する。さらに、これらの成果を

の報告書に反映させるたIPCC

め、研究者の支援を行う。

（下位目標６） 成層圏オゾン及びその破壊に 衛星搭載用観測研究機器製作費

関連する大気微量成分を観測す （２５０百万円）

るため、オゾン層観測センサ

Ⅱの定常運用によりオゾILAS-

ン層の常時監視を行う。また、

温室効果ガス・オゾン観測セン

サの開発・打ち上げにより、上

層大気の温室効果ガス濃度の常

時監視を行う。

（下位目標７） 炭素循環に関する観測・監視 地球温暖化総合モニタリングシ

を強化するとともに、観測デー ステム基盤強化費

（ ）タの品質保証システム及び相互 １５０百万円

利用・提供ネットワークを構築

する。
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【別紙】 政策効果把握の手法及び関連指標

（施策名） 単位 現況値（時点） 目標値（目標年次）試験研究、監視・観測等の充実、

（ ）適正な技術の振興等 下位目標１

2,850百万円 5,700百万円（指標名） 競争的資金の予算額 円

（平成12年度） （平成17年度）

○指標の解説（指標の算定方法）

環境省における競争的資金（地球環境研究総合推進費、環境技術開発等推進費、廃棄物処理等科学研究

費補助金）の拡充を図る。

○ ○関連する事務事業名評価に用いた資料（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの公開・非公開の

別）

・試験研究及び監視・観測の充実第二期科学技術基本計画（平成１３年３月３０日、

・適正な技術の振興閣議決定）（公開）

○目標値設定の根拠、考え方

競争的資金については、第二期科学技術基本計

画に基づき、第二期基本計画の計画期間中に倍増を

目指すこととされている。

○特記事項 （外部要因の影響など）

○目標値の実績値

（単位：百万円）

Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14指 標

2,850 2,850 2,850 2,850 4,053 4,710環境省の競

争的資金

（注）競争的資金の廃棄物処理等科学研究費補助金は 「Ⅰー６－（３）一般廃棄物対策、

（排出抑制、再生利用、適正処理等 」にも計上している。）

【別紙】 政策効果把握の手法及び関連指標

（施策名） 単位 現況値（時点） 目標値（目標年次）試験研究、監視・観測等の充実、

（ ）適正な技術の振興等 下位目標２

Ｓ 、 Ａ 、 Ｂ 、 Ａ（年度評価） Ｂ評価以上（指標名） 独立行政法人評価委員会の業務実績の

（平成13年度） （平成17年度）評価 Ｃ、Ｄの５段

階評価

○指標の解説（指標の算定方法）

環境省独立行政法人評価委員会が定めた独立行政法人国立環境研究所の業務実績評価（５段階評価）。

○ ○関連する事務事業名評価に用いた資料（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの公開・非公開の

試験研究及び監視・観測の充実別）
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独立行政法人国立環境研究所の業務実績評価に

係る基本方針（平成１４年５月１５日、環境省独立行

政法人評価委員会）（公開）

○目標値設定の根拠、考え方

独中期目標に係る業務の実績評価については、

立行政法人国立環境研究所の業務実績評価に係る

基本方針に基づき、達成度をＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段

階で評価され、このうちＢ評価は、「中期目標を概ね

達成している。」とされており、それ以上を目標とす

る。

○特記事項 （外部要因の影響など）

○目標値の実績値

・事業年度ごとの評価

平成13年度の業務実績の評価…Ａ

【別紙】 政策効果把握の手法及び関連指標

（ ） （ ）（施策名）Ⅱ－７ 試験研究、監視・観測 単位 現況値 時点 目標値 目標年次

等の充実、適正な技術の振興等

（下位目標５）

（指標名） 倍 － １．５倍

引用貢献度 （２００７年）

○指標の解説（指標の算定方法）

第４次評価報告書に引用された全文献数に占める我が国の文献数の率IPCC

○評価に用いた資料（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの公開・非 ○関連する事務事業名

公開の別） 試験研究及び監視・観測の充実

第４次評価報告書（ 年作成予IPCC 2007

定）

○目標値設定の根拠

第４次評価報告書は、地球温暖化IPCC

に関する最新の科学的知見を評価・提供

し、国際的にも温暖化防止政策の立案・実

施に大きな影響力を有することから、我が

国においても今まで以上の貢献が求められ

ている。

○特記事項 （外部要因の影響など）

○目標値の実績値
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（表・グラフにより、過去５年間の目標値の推移を記載）

【別紙】 政策効果把握の手法及び関連指標

（ ） （ ）（施策名）Ⅱ－７ 試験研究、監視・観測 単位 現況値 時点 目標値 目標年次

等の充実、適正な技術の振興等

（下位目標６）

（指標名） ％ － －

観測精度 （２０１０年）

○指標の解説（指標の算定方法）

衛星プロジェクト( )が開発へ移行する際に、宇宙開発委員会により示されるGOSAT

予定の温室効果ガスの観測精度。

○評価に用いた資料（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの公開・非 ○関連する事務事業名

公開の別） 試験研究及び監視・観測の充実

宇宙開発委員会資料（予定）

○目標値設定の根拠

衛星による温室効果ガスの観測を行うこ

とにより、空白域も含めた全球の温室効果

ガスの分布を把握することが可能となる。

これらのデータが温暖化研究等に有効に活

用されるためには、観測データが高精度で

あることが必要となる。

○特記事項 （外部要因の影響など）

○目標値の実績値

（表・グラフにより、過去５年間の目標値の推移を記載）

【別紙】 政策効果把握の手法及び関連指標

（ ） （ ）（施策名）Ⅱ－７ 試験研究、監視・観測 単位 現況値 時点 目標値 目標年次

等の充実、適正な技術の振興等

（下位目標７）

（指標名） － － －

データ提供システムの構築

○指標の解説（指標の算定方法）

温室効果ガスの観測データをより幅広く効率的に活用するため、観測データのデータ

ベースを作成し、データの提供システムを構築する。

○評価に用いた資料（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの公開・非 ○関連する事務事業名

公開の別） 試験研究及び監視・観測の充実
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○目標値設定の根拠

本事務事業では、日本の温室効果ガスの

高度分布及び沿岸域の観測を行い、他の機

関等の観測データとリンクさせて、データ

提供システムを構築することにより、利用

ユーザーがデータの取得及び使用しやすい

環境を整備し、地球温暖化研究の促進に貢

献する。

○特記事項 （外部要因の影響など）

○目標値の実績値

（表・グラフにより、過去５年間の目標値の推移を記載）


